




















法人名 特定非営利活動法人 日本子宮内膜症啓発会議

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳
会計ソフト(会計工)使用

)v-Ay*7
毎 日 7年

仕訳日記帳

会計ソフト(会計三)使用

ノレーズリーフ
毎 日 7年

現金出納帳

会計ソフト(会計王)使用

ルーズリーフ
毎 日 7年

預金出納帳

会計ソフト(会計三)使用

ルーズリーフ
毎 日 7年

入金伝票

会計ソフト(会計三)使用

)v-At)*7
毎 日 7年

出金伝票

会計ソフト(会計ID使用

)v-Ar*7
毎 日 7年

振替伝票

会計ソフト(会計王)使用

ノレーズリーフ

毎 日 7年

書式第 9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(1醸領)

.「伝票又山帳簿名」欄は、例えば「入金伝票し、「出金風民l、 「撮替伝票し、:覇駐出納帳」、「総勘定元帳」などのように配載します。

. 「左の慢庫等の形態」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

.「記帳の時期」掘は、「随時」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

.認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書当Dに記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 日本子宮内膜症啓発会議 チェック欄

4 :事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実隣判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上

であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

イ

項 目 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申言岬寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有・⑬ 有 ・ 無 有 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 4口: 有 無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動
有・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

有・① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

項 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申籠申寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供

与の有無

/~ヽ

有 聟ヽ 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有 。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の禾11益の供

与の有無

⌒

有撻υ 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の利益の供与の有無

/｀ヽ

有(、1リ 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の侯補者若しくは公織にある者に対する寄附の

有無

/~ヽ

有Чリ 有・無 有・無 有。無 有・無 有・無 有。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表 ) (初ヨυ

C減輌

・ 「巴定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第馬条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に激載した事項につい

て、添付を省略することができます。

′





書式第14号 (法第44条・51条・58条‐段И系)

認定基準等チェック表  (第 6、 7 8表 )

法人名 特定非営利活動法人 日本子官内膜症啓発会議

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月 日～ 月 日 設立年月日 年 月 日

嵯意中Q
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員瑯囲規程嘲提出1臓Dの提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8つ

は、配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間り更新の申請に当たつて1よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第 1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出書類Dに記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェッタ欄

特定非営利活1動|1曜佳法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

◎ ⑮ ◎ ① ◎ ①

有 征
ハ

有 征
か

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 征
ヽ

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェッタ欄

/

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・2定基準等チェック表 (第 7表)iよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及

び添付する必要があります。

④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営禾1括動法人 日本子宮内膜症啓発会議 チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準に力功 わヽらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り消され
た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 1禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法2餌 条等 は1)若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 に2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

==」
艶1星塁垂:及」墾三亜三重E堕塑整」重≦型ヨ國ヨ國E菫壺壁 !二L.I□整逸整墨輩謹壁墜ら重士上左塁1土L塾ヨ重正田墜 堕臼2」 並」

L園螢艶道堕:県知藝 堕量量墾堕菫量を塁立上澁塾処分

…

盟豊の添量が必塁とな堕菫
=)。5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

6 次のいずれかに該当する法人

イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれれこ該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営

"括
動法人が特伊縣定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定

特定非営禾1括,法人又は当該特隅 定特定非営和麟 人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を経過しない者の有無
有

特定非営

"|:幡

郵促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 204条等若しくは暴カイテ為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有

′
~ヽ

∪

暴力団の構成員等の有無 有・①

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 は い

い`3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 は い

4 国税又は地方税の滞WttZう>の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
はい

耐
議

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上塾41二」区乙:亘醒地墨墨量笠奎」こz」」[1と塁12」L」幽囲:曇塑:書

」量の■上理墾Ξ□困墨塑國謹壁堕至童!型堕壁量墾L奎生産壁Lヒと壺菫生塑主墜1奎墜墨塵 I』EE≧ヨ」立生上__
(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬隈程等提出書には添付不要

いヽ5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しなし法人 は い

り^ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 はいく■」)
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 は い ・

/

(猛 )
V




